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地方自治体における芸術文化活動に対する
公的支援についての一考 察
吉 澤 響
【要 旨】
本稿は、大阪市にある、大阪市立芸術創造館の行うロック ・ポップスバンドに対する公的支援を、経済学や政策
学といった観点から分析 し、その分析を通 して地方自治体の行 う芸術文化活動に対する公的支援について考察を行
うものである。
片山泰輔、中川幾郎の理論を用いて、経済学 ・政策学のそれぞれの観点から大阪市のバ ンド支援を分析した結果、
この支援は積極的に肯定されるものではないという結論に至った。それはこの取り組みが肝心の地域住民を抜きに
して進められているからである。地域住民のために行うべき.自治体文化行政において、地域住民のニーズの把握を
怠ると、効果的な取 り組みはできにくい。
しか しその一方で、大阪市文化行政は支援の対象の選び方に評価できる点もある。それは以下の2点 の理由によ
る。
・大阪市におけるバンドの総数が非常に多いということ。
・多くの大阪市民にとって、バンド音楽に触れる機会が格段に多いということ。
の2つである。公的支援の本質という面から考えるならば、公的支援とは何かを公的に支援することによって、そ
の地域によい影響を与えるような支援のことである。それならばその地域に根付いており、広 く行われている活動
を支援することは相対的に見て、効果は大 きいであろう。自治体文化行政で何かの活動に支援を行う場合は、その
地域特有の文化状況をそのときどきで把握することが重要である。
は じめに
近年 日本では、芸術や文化 を中心に してまちづ くりを行 う地方自治体が増 えている。本稿は、大阪市 に
ある大阪市立芸術創造館の行 うロック ・ポ ップスバ ン ドに対する公的支援 を、経済学 や政策学 といった観
点か ら分析 し、その分析を通 して地方 自治体の行 う芸術文化活動 に対する公的支援 について考察を行 うも
のである。
本稿で取 り上げる芸術創造館 は、大阪市旭区に設置 されてお り、大阪市営地下鉄谷町線 の千林大宮駅か
ら徒歩10分、京阪電車の森小路駅か らも徒歩10分の、旭区民セ ンターと旭図書館 に併設 された施設である。
2000年に開館 し、施設の所管は大阪市 ゆとりとみどり振興局、管理 ・運営 は財団法人大阪都市協会が行 っ
ている。施設の主な目的は、ロ ック ・ポップスバ ン ドを中心 とす る音楽 グループと小劇団を中心 とする劇
団を支援することである。施設にはバ ン ドや劇団が練習 した り、作品を発表 した りするための設備が整 え
られ、芸術創造館主導の さまざまな取 り組みが行われている。
本稿で芸術創造館を取 り上げる理由は2つ ある。1つ目の理由は、「芸術創造館が従来の公立施設 にはあ
まりみられない特徴を持っている」 ということである。その特徴 は2つ あ り、1つ 目は 「芸術創造館の利
用 目的がバ ンドと演劇 に絞 られている」 ということ、そ して2つ 目は 「芸術創造館では、利用者が大阪市
民であるか否かに関わらず、利用条件が同 じである」 ということである。
まず1つ 目の特徴について述べる。従来の公立文化施設の中に も、 もちろんバ ンドの練習 も演劇の練習
も行える施設 もあるが、 より多 くの市民 に利用 して もらえる ように、目的を絞 り込むことはしていない。
これに対 し、芸術創造館は利用目的をバ ン ドと演劇の2つ に絞っている。 この点において、芸術創造館は
従来の施設とは少 し違 った、新 しい文化施設であるといえる。
また2つ 目の特徴 も従来の公立施設 にはあまりみ られない。たいていの公立施設は、その施設が設置 さ
れている地域の住民に しか利用で きない。これは例えば、大阪市が設置 した公立施設であれば大阪市民 し
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か利用で きない、 ということである。仮に地域外の住民が利用で きたとして も、施設の利用料金が地域住
民 よりも高 くなる場合がほとんどである。 しか し芸術創造館は大阪市が設置 しているにも関わらず、利用
者が大阪市民であ ろうとなかろうと、利用料金 も利用で きる設備 も同 じなのである。 さらに 「利用団体の
構成員の過半数が大阪市に住んでいなければな らない」 とい うような、公立文化施設の多目的ホールの利
用規定 によくみられる、住所に関する規定が全 くないのである。 これら2つ の特徴が、芸術創造館 を取 り
上げる理由の1つ 目となった。
2つ 目の理由は、公立施設がバ ン ドを積極的に支援 しているということである。舞台芸術 の中で もとり
わけ、演劇やクラシック音楽、オペラなどへ の公的支援 は、国レベル、地域 レベルで比較的よくみ られる。
しか しロックやポ ップスといった新 しいジャンルへの公的支援 はあま り行われていない。 この意味で大阪
市の文化行政は新 しい試み といえる。大阪市がバ ン ドを公的に支援するということは、大阪市がバ ン ド活
動 に芸術的、社会的 な価値や意義 を認めているとい うことであ り、筆者 自身バ ン ド活動 をしているので、
大阪市のバ ン ド活動の捉 え方に非常 に興味 を持 った。 この2つ が大阪市立芸術創造館 を取 り上げる理由で
ある。
2.大阪市立芸術創造館の位置付けとその活動
2-1.大 阪市文 化行政 の方針
この ような新 しい公立施設 ともいえる芸術創造館 を設置 した大阪市であるが、現在大阪市の文化行政 を
主に担っているのは2001年4月に発足 した 「ゆとりとみど り振興局」である。ゆ とりとみ どり振興局のホ
ームページをみると、発足の目的 として2点が挙 げられている。1点 目が 「花 と緑あふれる良好 な都市環
境 を創出するとともに、これを活用 したスポーツ ・レクリエーション施策及び魅力ある文化観光施設など
を総合的に推進すること」、2点 目が 「スポーツ、文化、観光、公園緑地などの事業を有機的に連携 させ、
より一層大 きな効果 を上げること」である。
この 目的に対応 して、ゆとりとみどり振興局の事業は 「文化集客事業」、「スポーッ事業」、「公園 ・緑化
事業」の3つ に分けられている。今回取 り上げる芸術創造館は文化集客事業に含まれている。 これらの事
業費はそれぞれ、文化集客事業が13億4019万円、スポー ツ事業が52億5196万円、公園 ・緑化事業が70億
7745万円である(2002年度)。またゆと りとみ どり振興局の歳出予算額は507億5139万円で、大阪市一般会
計歳出予算額の2.8%を占めている。
この3事 業を進めてい くための方針 として、1994年に大阪市文化振興施策推進本部によって制定 された
「大阪市文化振興施 策の基本方針」がある。 これが大阪市文化行政 の大本の方針 である。 この方針の目的
は 「プロフェッシ ョナル対応か アマチ ュア対応か、地域サー ビス型か、大都市振興型かなどを選択せず、
文化にまつわる機能をフルセッ トで整 える」ことであるが、その目的を実現 させ るための具体的な手段は、
この基本方針 には明示 されていない。そこでこの目的を現実のものにす るための具体的な計画が必要 とな
った。その計画が 「芸術文化アクションプラン」である。これは 「大阪市文化振興のための懇話会」 によ
って2001年に策定 され、同年か ら2010年まで10年間続けられる計画である。現在大阪市の文化行政はこの
計画に従って進められている。
この芸術文化アクションプランの柱 は、① まちづ くりを目的 とする創造型の文化事業 を有効に実施する
ことく②その成果 を利用 して一般施設での文化事業を充実させ ること、の2つ である。
②の柱に、「その成果(=ま ちづ くりを目的 とする創造型の文化事業の成果)を 利用 して」 とあるので、
② の柱 は①の柱 の 「まちづ くりを目的とする創造型の文化事業」が成功 し、成果 を挙 げることが前提 とな
っている。 よって大阪市文化行政 において、①の柱、その中で もとりわけ 「まちづ くりを目的 とする創造
型の文化事業」が重要であることが分かる。「創造型の文化事業」 は、アクションプランの中で 「文化の
頂点の伸長を目的とする事業」 とい う説明が行われている。簡単 にい うと大阪市の文化行政は、大阪 をよ
り魅力ある都市にするために、大阪独 自の文化の質を高めようとしているのである。
大阪市のいう 「まちづ くり」は3つ の視点で行 われている。それは 「公共性」、「投資」、「未来」の視点
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であ り、これ らはアクションプラン独 自の視点である。それぞれの視点はアクシ ョンプラン内で説明 され
てお り、「公共性」の視点は、「ある取 り組みや催 し、'活動が本人やそのグループの楽 しみを.こえて、いか
に多 くの人の精神活動に影響を与えるか」 という視点、・「投資」の視点は、「まだ目に見えていない地域独
自の芸術的価値 を、さまざまな形で顕在化 させ る行為のため にいかに基盤 を整備するか」 という視点、3
つ 目の 「未来」の視点は、 「伝統や歴史の保存研究や再現 よ りも、それ らをも含んだ現在の文化的状況の
活性化 と活用に重:点を置 き、いまだ評価の固 まらない ジャンルや新 しい試み に対 してその将来性や可能性
に期待 と希望 を持 ち、その展 開と発展のための環境 をいかに用意するか」 とい う視点である。
アクシ ョンプランにおいて、芸術創造館は専門文化施設のパイロット的施設と位置付 けられている。専...
門文化施設は創造型の文化事業を有効に実施することを目的 として設置 されているので、大阪市文化行政
にとっては重要な役割 を担 う。 アクションプランでは、専門文化施設の条件の1.つに、上記の3つ の視点
を備 えている、ということを挙げてお り、芸術創造館 にもそれは反映 されている。例えば利用目的を演劇
とバ ン ドという新 しいジャンルに限っている点や、質の高い作品を世に送 り出す とい うことに重 きを置い
ている(=利 用者 を大阪市民に限 らず、有能な人材 を広 く受け入れ ようとしている)点 にそれが窺 える。
筆者が興味を持った芸術創造館の特徴は、専門文化施設の持つ特徴であるといえる。
2-2.芸 術創 造館 とは
芸術創造館 は、地下1階、地上3階の建物である。地下1階は芸術創造館専用の駐車場で、地上3階にはさ
まざまな部屋や設備が整 っている。
芸術創造館のバ ン ド専用施設 には、まず 「レコーディングス タジオ」がある。「レコーディングス タジ
オ」は2部屋あ り、ギターア ンプ やベースアンプ、 ドラムセ ッ トやキーボー ドな どはもちろん、質の高い
レコーディング機材がそろえられている。レコーデ ィングの際 は事前に専門スタッフとミーテ ィングをし、
その専門ス タッフが レコーデ ィング機材 を使用することになる。 また芸術創造館の音楽に関連 した自主企
画事業 は、館内での ものはすべて こごで行 われる。そ して 「音楽練習室」。「音楽練 習室」は4部屋あ る
(うち1部屋は レコーデ ィングスタジオと兼用)。この4部屋すべてにギ ターアンプ、ベースア ンプ、 ドラム
セ ット、キーボー ドな どがそろえ られてお り,ロ ックやポピュラー系音楽のバ ン ド練習専用のス タジオと
して利用 されているQ
一方演劇専用施設には、 まず 「大練習室」が1部屋ある。簡易な照明 をそなえ、椅子を設置 し客席をつ
くることも可能であるので、実験公演、ライブな どにも対応で きる。芸術創造館の演劇に関連 した自主企
画事業のほぼすべ てが、この大練習場で開かれる。またその他 に 「演劇練習室」が5部屋 ある。この5部屋
は、すべてフロー リングで、鏡 とバーが備 えられてお り、演劇やダンスに対応 している。
また付随的 な施設 として 「制作者ボックス」がある。この 「制作者ボ ックス」では、チラシ、ポス ター、
パ ンフレッ トの作成やCDジ ャケ ットの制作 、効果音の制作 などを行 うことがで きる。この制作者ボ ック
スにおける機材等 の使用も、 レコーデ ィング機材 と同様 、専 門ス タッフが担 当する。 また館内1階 にある
「交流サロ.ン」では、アーティス トたちの交流や情報交換、打 ち合わせを行 うことができる。
利用目的の絞 られていない従来の文化施設 は、 さまざまなジャンルに対応 しようと多目的ホールを用意
する。 しか し、 この多目的ホールは結局 どのジャンルに も対応 レ切れておらず、使い勝手が悪い とい う指
摘が よくなされている。 これに対 して、芸術創造館は利用 目的 を絞 り込んでいるので、それぞれの部屋や
設備に無.駄が ない。
2-3.芸 術創 造館 の取 り組 み
続いて芸術創造館の行 っている取 り組みの紹介をする。芸術創造館のバ ン ドに対する支援 には大き く分
けて 「音楽練習室の貸 し出 し」 と 「[LAB.]」の2つがある。
1つ目の音楽練習室の貸 し出 しは、芸術創造館の通常業務 といえ、練習室 を借 りたいバ ンドが芸術創造
館 に申し込み、そのバ ンドに音楽練習室 を貸 し出す とい う、いわば消極的な支援である。2つ目の[LA耳」
は、「Stoとk?」とい う芸術創造館の館.報にぶれば、大阪市立芸術創造館が運営す る、イ ンデ ィペ ンデン ト
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アーテ ィス トのサポー トを目的 としたプロジェクトである。.これは 「音楽練習室の貸 し出 し」に比べると、
積極的な支援 といえる。
ここに出て くる、「インデ ィペ ンデ ントアーテ ィス ト」とは、俗に 「インディーズ」 と呼ばれ、『大辞林』
によると、一般 的には 「映画、 レコー ド・CD製作 などで、大手制作会社 に所属 しないで、独 自に製作 ・
販売 を行 うプロダクションや会社。 また、それ に関わる作家 ・音楽家」 を意味する。 これに対 して、いわ
ゆるプロのアーテ ィス トは 「メジャー」アーテ ィス トと呼 ばれている。
インディーズという言葉が使われ始めた ころは、インデ ィーズはメジャーアーテ ィス トになる直前の予
備軍的な位置 とされ、インデ ィーズバ ンドと、アマチュアバ ン ドとの問で明確 な区別があった。その区別と
は、CDレーベ ルやプロダクシ ョンとい った第三者.にバ ン ド活動 を支援 されているか どうかである。 しか
し最近では、 インデ ィーズという枠 内で もメジャーアーテ ィス ト並 みにCDを売 り上げるバ ン ドも登場 し
て きてお り、その一方で第三者の後ろ盾のないいわゆるアマチ ュアバ ン ドも含めて、広 く 「インディーズ
バン ド」 と呼ぶ傾向もあ り、インディーズの領域はどんどん広がって きている.。芸術創造館がサポー トす
る 「インデ ィペ ンデン トアーテ ィス.ト」は、その取 り組みの内容 と実際にサポー トされているアーテ.イス
トから考 えるに、メジャーアーティス ト以外のアーティス トということになる。
2-3一(1)音 楽練習 室の貸 出 し
音楽練習室は レコーディングス タジオ も含めて、午前10時～午後10時まで、2時間以上最大12時間(終
日)利 用で きる。利用するには芸術創造館に申し込 まなければならないのだが、それには一般利用と優先
定期利用の2種類がある。一般利用では、利用 日の3ヶ月前に属する月の1日か ら利用日の3日前 までを申し
込 むことがで きる。優先定期利用は4月～翌3月の1年分 を前年度の9月1日～9月30日の間 に、10月～翌3月
の後期半年分を3月1日～3月31日の間に申 し込み を行い、優先的に利用するとい うものである。 この優先
定期利用 を行 うには、芸術創造館内に設置 されている利用審査委員会の審査 を受け、利用 を認可 されなけ
ればな らない。
利用料金は、基本室料 と楽器使用料 ・基本機材使用料 を加 えた料金であるが、 レコーデ ィングスタジオ
』では別に機材 を操作するス タッフの人件費や制作費が必要 となる。 また入場料 を徴収する場合は、基本室
料がL5倍となる。利用で きる機材は、 ドラムセ ッ ト、ギターア ンプ、ベースアンプ、キーボー ド、PAセ
ッ トである。これ ら全 てが含まれているのがAセ ッ トで、Aセ ッ トか ら ドラムセ ットとキーボー ドを省い
たものをBセ ットとしている。
具体的に音楽練習室 ・中は基本室料 として2時間までが1,200円、それ以後は1時間ごとに600円かか り、
これに楽器 と機材の使 用料 としてAセ ットで2,000円、Bセ ッ トで600円が加算 される。音楽練習室 ・小で
は基本室料 として2時間 までが600円、それ以後は1時間ごとに300円かか り、これに楽器 と機材の使用料 と
してAセ ットで1400円、Bセ ッ トで600円が加算 される。機材の使用料 に差があるだけあって、やは り音楽
練習室 ・中の機材の方が質は高い。この利用料金 は民間のスタジオに比べ、非常 に安い。そ してこの利用
料金は、大阪市民であっても、そ うでな くて も同 じ額であ り、もちろん使 える設備や機材 も同 じである。
2-3一(2)[LAB,】
【LAB.1の事業には、「GoofyRide」というラジオ番組の制作 、「Laboratory」というライブイベ ントQ企 画、
「メデキケ」 とい うケーブルテ レビの番組制作、「LabelLABJからのCDリ リース、 とい うものが挙 げら
れる。
これらの事業は、ラジオやテ レビといったメディアや ライブイベ ントを通 してインディーズアーテ ィス
トの音楽 を世 に広 めていこうとす る狙いがあるとい う点で共通 してお り、他の文化施設にはみ られない、
新 しくて積極的な支援である。
この【LAB.】を運営 しているのは芸術創造館であるが、支援 されてい るのは芸術創造館を利用 しているア
ーテ ィス トのみというわけではない。それぞれの事業の担 当者が実際 にライブをみた り、音源を聴いた り
して選んだアーテ ィス トを支援 してい くのである。ではそれぞれの事業の紹介 をしてい く。
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ラジオ番組の 「GoofyRide」は2001年の7月 から放送が始 まった。毎週土曜 日の深夜24時から24時半 ま
で、大阪のラジオ局 「FMC㏄OLO」で放送 されている。 この番組は、芸術創造館が推薦するインディー
ズバ ンドを紹介 してい くというものである。
「Laboratory」とい うライブイベ ン トは、2001年の3月に第1回自を開催 した。その後 も不定期に開催 し
2003年12月i2日に10回目が行われた。過去10回のライブイベ ン トで出演 したバ ンドの数はのべ30を越 えて
いる。
ケーブルテ レビで放映 されている 「メデキケ」は2003年の7月から始 まった。 これはインディーズ アー
ティス トが制作 した ミュージックビデオを流す15分番組で、放映時間は地域に よ.って異なるが毎 日放映 さ
れている。
「LabelLAB」は芸術創造館が立ち上げたCDレーベルである。 この レーベルか らCDをリリース してい
るのは、芸術創造館主催のコンテス ト 「キ ミノオ ト500」で選ばれたバ ン ドや、 この事業のプロデューサ
ーの判断で選ばれたバ ンドである。制作 されたCDは有名 レコー ド店で も購入できる。 このCDのL・コーデ
ィングにかかる費用はすべて芸術創造館が負担 している。
3.芸術文化活動に対する公的支援の根拠
ここまで大阪市のバ ン ドに対する公的支援についてみて きた。そ もそ も本研究 は、芸術文化活動に対 し
て公的支援 を行 って もよいという前提で話が進め られているが、 ここで一度 この前提 に立 ち返って、なぜ
芸術文化活動に対 して公的支援 を行 うのか ということについて考 えていきたい。
公的支援 とは単純 にい うと、「市民の税金 を用いて何かを支援する」 とい うことである。市民の税金を
用いるのであるから、公的支援 を行 うのであれば、その支援 が市民の暮 らしに必要であるか、あるいは
「よい影響」 を与 えなければならない。 また直接支援 を受 けている人のみ に利益があるというのでは公的
支援 を行 う理由としては説得力を欠 くだろう。それでは、なぜ芸術文化活動に対 して公的支援 を行い、そ
の支援 によってどのような 「よい影響」が市民に及ぶのであろうか。 ここでは公的支:援の根拠 と芸術文化
が もたらす正の影響 について、片山泰輔 と中川幾郎の二人の論 を取 り上げる。
3-1.経 済 学的視点 か らみ た公的支 援の根拠
片山泰輔(2001)は経済学の立場か ら、芸術文化 に対する公的支援の根拠 について考察 を行 っている。
片山は、政府による芸術支援 の根拠 として、芸術文化の持っている公共財 としての性 質を挙 げている。
3-1一(1)公 共財
そ もそ も経済学では、人々が必要 とする財やサ ービスは市場メカニズムを通 じて最 も効率的に供給 され
ると考 えられている。 というの も、市場メカニズムが機能 しているとき、人々が望んでいて、かつ購買力
があれば、企業がそれを供給 しようとして競争 し、その結果、安 くてよい ものを供給で きる企業 だけが生
き残 り、その供給 を行 うようになるからである。すなわち、最終的に市場 メカニズムには安 くてよい もの
だけが残るので最 も効率的だ、とい うわけである。
また経済学の考え方 には大 きな特徴がある。それは、ある人が1万円を持 っていたと して、その人にと
って最 も満足のい く1万円の使い方 を一番 よく知 っているのは、その人 自身だと考 えることを前提 として
いる、 とい う点である。 この考 え方か らは、その人が1万円の使 い方 を自由に決められることが、その人
の満足 を最大 にす るので望ましいとい う結論が導かれる。 よって、逆に何 らかの形で使い方を制限されれ
ば、それだけ満足水準が億下すると考 えられる。
この ような捉え方 をする と、政府が強制的に市民か ら奪い取る税金 とい うものは、人々が自由に使 える
・お金を減 らす効果 をもた らし、市民の満足水準を低下 させ るので、本来的には望 ま しくないものだといえ
る。にもかかわ らず、政府が税金 を徴収 してさまざまな活動 を行 うのはなぜか。それは、市場メカニズム
に任せて 自由に自分のお金を使 えるように しているだけでは、人々が満足する ような財やサー ビスが十分
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に供給 されないケースが存在す るからである。
こうしたケースの代表が 「公共財」 というわけである。経済学が定義す る公共財は、一般に使われてい
る 「公共」 という概念 とは少 し異 なる。経済学 では、政府が供給す るか どうか とい うこととは無関係に、
その財やサービスが 「消費の非排除性」や 「消費の非競合性」 とい う性質を持 っているかどうかで公共財
と私的財を区別する。
ここで、「消費の非排除性」 とは、費用負担 をしない人が便益 をうけることを排除できない ような性質、
すなわち費用を負担 しなくて も便益 を受けることが可能である性質を指す。よ く例 に使 われるのが国防サ
ービスである。国防サー ビスは一度供給 されたら、その国 に住 むすべての人が好むと好 まざるとに関わら
ず、そのサービスを受けることになる。このような性質を持つ財やサービスは、費用負担 しない人もその
便益 にただ乗 りできるため、市場 メカニズムで供給するのは困難 になる。
次 に 「消費の非競合性」であるが、 これは誰かがその便益を受けていても、他の人が同時にその便益 を
受けることが可能な性質で、文字通 り競合 しない性質をいう。例 としては、テ レビ放送をあげることがで
きる。 また、消費の非排除性 と違い、費用負担 をしない人の排除が可能な場合 もあるので、市場 メカニズ
ムによって供給で きない とい うわけで もない。費用面からこの性質を説明すると、誰かが消費 している際
に、 もう1人が同時 に消費 しようと したとして も追加的 な費用が生 じない とい う性質、 ということになる。
追加費用がゼロならば、それを利用 したい人全員に消費 させることが望ま しいという点で公共財 を規定す
る性質 とされる。
ただ、消費の非排除性や非競合性 といった性質は、現実には相対的なものであ り、純粋な公共財 として
存在するというよりも、私的財の性質 と公共財の性質の両方を持 つような財 として存在 している場合が多
い。例えば、教育はそれを受けた本人が最:も便益 を受け、他人 を排除することが可能であ り、市場メカニ
ズムを通 じてで も供給が可能である。 しか し、教育 を受けた人が社会に多 く存在する とい うことは、その
社会の多 くの人々にさまざまなメリッ トがある。このメリットは例えば、社会の成員みんなが文字を読み
書 きで きるとい うことを考えてみたらよりよくわかるだろうか。こうした便益は受益者か らいちいち費用
を負担 して もらうことが困難であるため、公的に供給するのが望 ましいということになる。
3-1一(2)芸 術文化 の持つ 公共財の性 質
この ように私的財 と公的財の性質を両方持っているような財 ・サービス を 「混合財」と呼ぶ。混合財は、
市場で供給することが不可能ではないが、その公共財 と しての性質を含めて考えると、市場による供給だ
けでは人々が望んでいる程度 よりも低 くしか供給 されない。 よって政府による支援が必要とされるわけで
ある。
それでは、芸術文化の どのような側面に公共財の性質、すなわち消費の非排除性や非競合性があるので
あろうか。それに関 して片山は7つの説 を挙げている。
1つ目は 「文化遺産説」である。これは芸術文化の文化財 として後の世代 まで遺産 として残 してい くと
いう便益には公共財 としての性質がある、 とい う考え方である。実際 に劇場に行 って芸術鑑賞を行わない
人々の中に も、芸術文化 を将来の世代 に残 したいという欲求 を持 っ.ている人 もいる。 しか し、この人々は
実際にはチケッ トを購入 しないので、 この ような欲求は市場では十分に表れていない とい う議論である。
2つ目は 「国民的威信説」である。 これは優れた芸術の存在が、その国や国民 に対 して威信 という排除
不可能な便益 を与 えている とい う考え方である。 この考え方は、実際 に各国の文化政策において公的支援
の有力な根拠 となっている。 また地域 レベルにおいて も、その地域 らしさ(=地 域アイデンティテ ィ)を
確立する手段 として有力な考え方 となっている。威信あるいはアイデンテ ィテ ィという便益 は消費の非排
除性が強いので、それが市場によって十分 に供給 されないような場合 には、公的支援の合理性 を主張でき
る条件 を持 っているといえる。
3つ 目は 「地域経済波及説」である。これは芸術文化が存在することによって、さまざまな経済的波及
効果が期待で きるという考 え方である。この ような便益 は、地域に広 く拡散 して しまい、誰 もがただ乗 り
す ることが可能なので、受益者にその コス トを負担 させることが困難であ り、公的支援が必要だ と言われ
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る。
4つ 目は 「一般教養説/社 会的向上説」である。一般教養教育の普及が社会全体に広 く利益 を与えると
い うことは一般的に認め られていて、芸術文化 もその一部 を構成すると主張 されている。ただ しこのよう
な視点か ら公的支援 を正当化するときには、芸術文化一般ではな く、・一般教養教育 としての芸術教育の部
分のみが対象 となる。 また、人々は芸術 を鑑賞することを通 して、社会性や市民 としての「資質」を洵上 さ
せることがで きるが、この向上による便益は他の人々も受 けてお り、こうした便益 は消費の非排除性 を持
つ0
5つ目は 「社会批判機能説」である。これは芸術文化には社会批判 を効果的に行 う機能があ り、その受
益者は広 く一般に及んでいる とい う考え方である。 しか しこの機能に関 しては、政府か ら補助 を受 けて社
会批判が行いうるのか という問題が同時 に存在するので、直ちに公的支援に結 び付 けられるかどうかにつ
いては議論がある。
6つ目は 「イノベーシ ョン説」である。芸術文化 におけるイノベーシ ョγは、実際に公演会場などに足
を運んだ観客以外の人にもあふれ出て、利用可能になるとい う性質を持 っている。通常の産業活動 におけ
るイノベーシ ョンの成果 は特許な どによって保護 され、他の企業がそれを用いて製造あるいは販売 を行 う
場合は特許料 を支払 うことになるが、芸術文化におけるイノベーシ ョンの成果、つ まり 「芸術的創造」は、
一般的には著作権などで保護 しきれるような ものではない。舞台芸術の場合は、他の演奏家や作曲家や演
出家がそこで得たヒン トを自らの創作活動に生かすのは自由であ り、作 曲の場合 も全 く同じ旋律を書かな
いかぎり、ほとん ど盗作 にはならない。 また、公共財 となるのは成功の成果のみではない。失敗例 も他者
に とっては重要なヒン トとな り、公共財の性質を持っている。
最後に7つ 目が 「オプション価値説」である。オプシ ョン価値 とは、実際には消費 しなくても 「消費す
ることがで きる」 とい うことから得 られる効用のことである。芸術文化の場合でみれば、実際に劇場に足
を運ぶかどうかはわか らないが、劇場が存在 して公演が行われている、 とい うことか ら何 らかの満足を得
る という場合がこれ に相当す る。
このように芸術文化には さまざまな公共財 としての側面があ り、市場 メカニズムに委ねているだけでは、
必ず しも十分 には供給が行われない可能性がある。 しか し、芸術文化が公共財である、 もしくは公共財的
な側面があるというだけでは、政府が芸術文化 を公的に支援する ことの説明 として十分でない。 とい うの
も、政府が芸術文化 を公的に支援す ることを正当化するためには、人々がそれを求めていなければならな
いからである。つ まり 「芸術文化は公共財であるから政府が供給する ことが必要だ。」 とい う議論ではな
く、「人々は芸術文化 を求めているの に、芸術文化 には公共財の性 質があるから、市場 では十分 に供給 さ
れないσ よって政府 による公的供給(公 的支援)が 必要である。」 という説明が必要なのである。
政府が芸術文化に対 して財政支出を行 うとい うことは、税金に取 られる分 だけ人々が購入で きる私的財
が減るということを意味する。つまり人々が 自らの消費する私的財 を減 らしてで も、公共財である芸術文
化を欲 しているとい うことが前提 となるのであ る。 しか もここで注意が必要なのは、市場で供給 可能 な
「私的財 としての芸術文化」ではな く、消費の非排除性や非競合性 の性質を持つ 「公共財 と しての 芸術文
化」 に対 して人々が本当にニーズを持っているのかという点である。自らが 「劇場で公演 を鑑賞す る」 と
いう需要がい くら存在 して も、それは 「私的財 としての芸術文化」であるか ら、市場メカニズムのもとで
供給 され うるものである。重要なのは、 自らは芸術鑑賞 を行 わない人々であって も、それを文化遺産と し
て残すことをどれだけ望んでいるのか、あるいは芸術文化によって形作 られる地域 アイデ ンテ ィティをど
れだけ望んでいるのか、 といった点を検証することである。
3-1一(3)価 値 財
これまで述べ てきた公共財の議論は、芸術文化は 「人々がそれを求めているのに、消費の非排除性や非
競合性の性質のため、市場 メカニズムでは十分に供給 されないので政府 による支援が必要になる」 とい う
論理であった。ここで注 目すべ きポイン トは、公共財であって もそれに向けられるべ き資源配分は人々の
選好に基づいて行われるべ きであるという考え方が貫かれている点である。この考 え方は 「消費者主権」
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と呼ばれ、経済学の前提 となる重要な概念である。
しか し、現実の政策をみると必ず しも 「人々の選好」だけでは説明がつかない面 もみ られる。なぜ なら、
公共財の性質 を持 ち人々がそれを求めている、 とい うケースでな くて も、政府が供給 した り支援 した りす
る財やサービスは数多 く存在するか らである。この ように、人々がその財に対する選好 を持 っているかど
うか と関わ りな く、政府の側が 「人々がそれ を消費すべ き」 と温 情的な判断 を行 って供給す る財を 「価値
財」 と呼ぶ。価値財 においては必ず しも 「消費者主権」 と整合 しない。
典型的な価値財の例 としては、児童 に対する義務教育な どが挙 げられ る。初等教育を受けるかどうかを
市場 メカニズムに任せて児童本人の意思 に委ねていたのでは、必ず しも全員が教育 を受 けない可能性 もあ
るが、それは本人のため にならない、 という考え方か ら政府が強制的に教 育を受け させているのである。
特 に、教育や文化など、人々の価値観や選好 に影響 を与 えるような公共サービスに関 しては、温情主義的
な判断が取 り入れられることが多い。
片山は、芸術文化について も、本人が望んでいるか どうかに関わらず、温情的な判断か ら公的支援をす
べ きであるという議論が展開 されることもしば しばみ られる、 としている。すなわち、芸術文化を価値財
として捉えるという考 え方 も、芸術文化に対する公的支援 の根拠 とな りえるということである。この芸術
文化 に関する温 『青主義的な判断はい くつかの判断があ りえるが、現実の政策と して最 もあ りえる主張は、
「芸術文化への資源配分 は、最終的には人々の選好に基づ くべ きであるが、選好 を形成するためには芸術
文化に触れる機会が必要であ り、人々が選好 を形成するまでの期間においては、温情主義的に与えられる
べ きであ る」 とい うものであ る。 「芸術文化に対する選好形成のための機会の保障」 ともいえるが、消費
者主権 を前提 としなが らも、人々の選好以上に芸術文化への資源配分 を行 うことの根拠 として支持 を得 る
ことも可能な主張 となっている。
以上の ように、片山は、芸術文化の持 つ公共財 という性質、あるいは価値財 とい う性質を公的支援の根
拠 とした。
3-2.政 策学 的視点 か らみた公的支援 の根拠
他方、政策学の立場か ら中川幾郎(200Dも 自治体文化行政をいかに進めてい くかということについて
述べ ている。中川は、人々の生活に不可欠な関わ りがあ り大切 だと思われている事柄が本当 に公共的で公
益 にかな う、す なわち不特定多数の第三者の利益 になるか どうかは、 「時代性」、「地域性」、「対 象性」、
「判別主体」 という4つ の変数を考慮 しては じめて判定で きる どしている。
この ことについて、高齢者介護 とい う例を挙げ～以下の ように説明 している。
かつて高齢者介護は、あ くまで私的な家族 介護能力 によって行 われるべ きとす る考えが主流であった。
これに対 して今 日の時代では、家族構成の変化や人権認識の点から、公共的 ・社会的な介護 システムによ'
って介護 され ることを当然 とするようになってきた(時 代性)。また、高齢者が多い地域 と少 ない地域に
おいてでは、公共的支援 のニーズやその内容 も異なって くるはず である(地 域性)。さらに、対象である
介護 を要する高齢者が、相対的 に増加 して きたか らこそ、高齢者介護が公共的課題 となって きたのである、
ともいえる(対 象性)。そ して、高齢者介護が政府や社会全般 の重要課題である、 と断定する主権者 とそ
の代理人としての政治家や行政が、このテーマ を公共的な課題 として取 り上げることによって、高齢者介
護が政府の課題や 「公益的」課題 とな りうるのである(判 断主体)。
この ような公益 の判定の仕方 は、芸術文化においても同様である。確かに、芸術文化は人々の生活に不
可欠なかかわ りがあ り、その振興による利益 は社会全体が享受する といえるだろう。 しか しここにおいて
も、公益判定における時代性 ・地域性 ・対象性 ・判別主体は、変数 として作用するのである。そ して中川
は、この変数の中で最 も重要な変数は 「判別主体」である としている。
どの ような地方の芸術文化行政においても、公益 とそれ を決定す る変数 との関係 を考えておかな くては
な らない。 どの地域 において も、時代性、地域性、対象性、判別主体の多様性 によって、多種多様 な政策
が生み出されて くる。 したがって、全国共通のステ レオ タイプ化 した 自治体芸術文化行政な どが存在する
はずはな く、地域それぞれの個性、独 自性が出て くるはずなのである。
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4.大阪市のバンドに対する公的支援の分析 ・考察
4-1.片 山に よる経 済学的視点 か ら
ここでは片山が挙 げた公的支援の根拠 を用いて、経済学の視点から大阪市のバ ン ド支援 を分析 したい。
片山は公的支援の根拠の1つ 目として、芸術文化が持つ公共財の性質 を指摘 した。片山のい う公共財の性
質 とは 「文化遺産説」、「国民的威信説」、「地域経済波及説」、「一般教養説/社 会的向上説」、「社会批判機
能説」、「イノベーシ ョン説」、「オプション価値説」の7つ であった。
バ ンド音楽 も他の芸術文化 と同 じく、「正の外部性」 や 「公共財 としての性質」 を持っているので、バ
,ンド音楽がこの7つ の性質 を持 っていることは説明で きる。 しか しここで問題 となるのは、「バ ン ド音楽
が正の外部性 を持 っているのか、もしくは公共財であるのか」 というこ とではな く、「バ ンド音楽の持つ
正の外部性、 もしくは公共財と してのバン ド音楽を大阪市民が求めているのか」 とい うことである。なぜ
なら片山は、人々が 「公共財と しての芸術文化」にニーズを持 っているのか とい う点 を検証す ることが重
要であると しているか らである。端的にい うと 「公共財の性質があるというだけでは公的支援の根拠には
ならない」 ということである。本研究では、残念なが ら 「公共財 としてのバ ンド音楽」 を大阪市民が求め
ているかどうか という点は検証で きていない し、大阪市において も実際検証 されていない。よってバ ンド
音楽の持つ公共財と しての性質から公的支援の根拠を導 き出すことはで きない。
次 に公的支援の根拠 とな りえるのが 「価値財 としての性質」である。これはつまり、温情的支援である。
実際大阪市は、市民のニーズを捉 える作業 をしたわけではないので、大阪市のバ ン ド支援はバ ン ド音楽を
価値財 として捉えたことによって行われる温 清的支援 ということになるだろう。
一般的に温情 的支援 を行 う場合、「芸術文化の選好を形成するためには芸術文化に触れる機会が必 要で
あ り、人々が選好を形成するまでの期間においては、温情的に芸術文化を与えるべ きだ」 という主張がな
される。 しかし大阪市におけるバ ン ド支援 のケースはこれとは少 し違 う。大阪市は、「公共財 としてのバ
ン ド音楽」 を 「価値財」的に市民に供給 しているのである。これはどうい うことかというと、市民のニー
ズを捉えず大阪市の 「大阪市民は消費すべ きだ」 とい う独断で支援 されているバ ン ド音楽は、大阪市側か
らみれば 「価値財」 と捉 えることがで きる。そ して、大阪市はそのバ ンド音楽で まちづ くりを しようとし
ている。大阪市は、温情的に与えるバ ン ド音楽で地域アイデ ンテ ィティを築こうとしているのである。こ
れは先ほど出て きた 「公共財」の性質の中にある 「国民的威信説」 という考え方である。「国民的威信説」
は、地域 レベルでいうと、ある芸術の存在がその地域や市民に対 して、地域 らしさ=地 域 アイデ ンテ ィテ
ィとい う排除不可能な便益 を与えているという考 え方である。
またさらに分析す ると、例えば芸術創造館が行っていることが 「『公共財 と して㊥バ ン ド音楽』 を 『価
値財』的に供給 する」支援 に相 当する。芸術創造館のプロジェク トである【LAB.]ではメデ ィアによって、
インデ ィーズ音楽を世に広めようとする ものであった。乾館長 によれば、 このプロジェク トは 「専門ス タ
ッフが選 んだ音楽 をCDと して リリースすることや、ケーブルテ レビで放映す ることで社会 をよくする」
ということを目的 としている。 この場合、専門ス タッフが選んだ音楽は 「価値財」 とな り、その音楽 に公
共財の性質の1つ である 「社会批判機能」が期待 されている。
芸術創造館 自体に目を向けると、それは大阪市に 「オプション価値」を付加 している。つ.まり実際には、
芸術創造館で レコーデ ィングを行わない人 も、大阪市 にレコーデ ィング設備があることによって、「芸術
創造館でレコーデ ィングすることがで きる」という事実から何 らかの満足 を得 ているという考 え方である。
この場合芸術創造館は市民が望 んでいるか どうかにかかわらず設置 されたので、 「価値財」 に相当 し、設
置 された後の芸術創造館は 「公共財」 となっている。
しか し以上のような支:援は、市民のニーズを詳 しく検証することな く行 っているために生 まれた もので
ある。 またバ ン ド音楽 を価値財 と捉 えるに して も、バ ン ド音楽が価値財である といえるだけの根拠が大阪
市にあるかどうかは疑問であるので、 この立場か らでは大阪市のバ ンド支援は、理論的に正 しい公的支援
のあ り方とはいえない。
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4-2.中 川 による政策学 的視点 か ら
4-1で は片 山の論 を用いて大阪市のバ ン ド支援 を分析 したが、今度は中川幾郎の論で分析 してみ る。
ここでは、現在一般的に公的支援の よく対象 とな りやすいオーケス トラとバ ン ドとの比較 も行 って分析 し
てみたい。
そ もそも大阪市で活動 しているバ ンドは何組 くらいあるのか。ある地域 においてバ ン ド活動が活発であ
るか どうかを判 断するには、その地域で活動 しているバ ンドの数やその地域にあるライブハウスの数 を調
査するのが一つの手がか りになると思 われる。バ ン ドにはオーケス トラでい う日本オーケス トラ連盟のよ
うな団体はな く、その総数はなかなか把握 しに くい。そ こで大阪市で活動 しているバ ンドを、「大阪市で
ライブを行 っているバ ン ド」 と定義 して、その数を把握 してみたい。
雑誌の 「ぴあ関西版」には、関西にある主要ライブハウスのライブスケジュールが約2週 間分掲載 され
ている。2004年1月5日号の 「ぴあ関西版」 に掲載 されているライブハ ウスの数 は、ジャズ系のライブハウ
スをのぞ くと48軒。その内訳は、大阪市 に28軒、大阪府(大 阪市以外)に5軒 、兵庫県に6軒、京都府 に5
軒、滋賀県に2軒、和歌 山県 と奈良県にそれぞれ1軒ずつである。大阪市にあるライブハウスの数を見ただ
けで も、大阪市で活動 しているバ ン ド数の多さが窺 える。
具体的にバン ドの数 を調べてみる。大阪市では2003年12月15日(月)～21日(日)までの1週間で、449組の
バ ン ドがライブをしている。ここから1日にライブをしているバ ンド数の平均 を計算す ると449÷7=(組
となる。バ ン ドがライブを行 う平均 的なペースは月1回なので、「これに30をかけると大阪市で活動 してい
るバ ン ドの数が大 まかにわかるわけである。すなわち大阪市で活動 しているバ ン ドの数は概算で64.1×
30=1,923バンドとなる。大阪市で活動 しているバ ン ドがいかに多いかをよ り明確 にするために、他 の地
域 と比較 してみよう。大阪市以外の大阪府、兵庫県、京都府で活動 しているバ ン ドの数を同様のや り方で
調べてみると、大阪市以外の大阪府で活動 しているバ ン ドは501バンド、兵庫県は458バン ド、京都府は
171バン ドとなり、大阪市で活動 しているバ ン ド数の多 さを改めて確認す ることがで きる。
大阪市は、大阪市自体で も入口が多いのであるが、大阪市以外の大阪府や近隣の京都、兵庫、奈良 とい
った近畿圏から、平 日であれば通学や通勤などで、休 日であれば買い物や観光な どで、人々が多 く集まる。
このこともあって、大阪市でバ ン ド活動 を行 う人々が多いのであろう。大阪市でバン ド活動を行う人々が
多いか ら、 ライブハウス も多 く建てられる。大阪市 において、バ ン ドとライブハウスはそれぞれの相乗効
果で増加 してい ったともいえる。
ここに挙げた 「大阪市は人が集 まりやすい都市である」 ということは中川のいうところの 「地域性」で
あ り、「そのため大阪市でバ ンド活動 を行 う人々が多い」 ということや 「バ ン ドとライブハウスはそれぞ
れが増加 していけば、相乗効果で どちらもが増加 してい く」 ということは 「対象性」であ り、「現在バ ン
ド活動 をしている人々が多い」 とい うことは 「時代性」 である。つ まり大阪市 において、4つある公益判
定の変数の うち、現実的に3つは十分 クリアしているということがいえる。
また これ らの点については、 アクションプランでも指摘 されている。まず 「地域性」や 「対象性」 につ
いては、「『公共性』の視点」 という項目で、文化行政はその地域 に根付 く文化、広 く行 き渡 っている文化
に対 して働 きかけを行わなければならない とい うことがいわれている し、「時代性」 については、「『未来』
の視点」 に関連 して、新 しい芸術文化のジャンルに支援を している点がそうである。
では中川が最 も重要な変数であるとしている 「判別主体」 についてはどうであろうか。以下オーケス ト
ラとの比較を通 して検討 してみる。
大雑把 にいって、オーケス トラとバ ンドの最大の共通点は、複数の成員で一つの音楽 をつ くりだすとい
うことであ り、 これは両者の活動の核である。 またその活動だけでは赤字にな り、なかなか生活 していけ
ないというのも共通 している'し、オーケス トラ人口よりもバ ン ド人口の方がはるかに多いが、 どちらもそ
の活動だけで生活 していけるのが一握 りであるというのも同 じである。 これに対 し両者で明 らかに違 うの
は、その歴史である。例えば、世界的にみてその発祥が古いウィーン ・フィルハーモニー管弦楽団は1842
年から始 まった。 これに対 しロックが誕生 したのは第二次世界大戦後である といわれてい る。この差は
100年以上あ り、大 きい。オーケス トラが公的に支援 されやすいのは、この歴史や伝統 を守るという意味
合 いが強い。これに対 しバ ンドは まだ歴史 ・伝統が浅 く、高尚な芸術文化と して認識 されていないので、
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支援 されにくく、 また支援 されている場合は不 自然 に思 われる。
世界的にみれば、その歴史や伝統 に大 きな差のある両者であるが、大阪市に限 ってみると様子は少 し違
う。大阪市ゆ とりとみ どり振興局で支援 されてい る大阪フ ィルハ ーモニー交響楽団は1947年に始 まってい
る。これに対 し大阪市で一番古い ライブハ ウスは心斎橋バハマで、そのオープンは1963年である。たった
16年しか違わない。つ まり世界的にみれば、歴史はオーケス トラの方がはるかに古 く伝統があるが、大阪
市ではそこまでの違いはない。 しか し世界的にみて歴史が古 く、伝統があるオーケス トラには、一般的に
高尚な芸術 というイメージが強 く存在する。それは大阪市で も同様で、オーケス トラとバ ン ドの歴史にあ
まり差が ないにもかかわらず、人々が持つオーケス トラとバ ンドのそれぞれのイメージまたは先入観は全
く違 う。つ まり 「オーケス トラは高尚な芸術 である」、「オーケス トラはアマチュアで も芸術」、「バ ン ドは
それに比べると下位の大衆的 な文化である」、「バ ン ドは趣味か商売」 というものである。
実際のところこのイメージの違 いが、公的支援 に 「違和感 を覚える/覚 えない」 という反応 につながっ
ている と思われる。普通 オーケス トラにせ よバ ン ドにせ よ、それぞれの活動 を詳 しく知っている とい うこ
とはな く、 どんな信念の下で音楽活動を行っているか知る由 もないのであ り、活動の内容 を知 らない上で.
この反応の違いが出る とすれば、それはイメージや先入観がその主 な原因であるといっていいのではない
だろうか。
大阪市のバ ン ド支援 に対する大阪市民の実際の反応は調査 されていない。 しか し一般的にいうと、バ ン
ドに公的支援 を行 って当然だ と考 える市民は少ないだろう。大阪市民の多 くがバ ンドに対する公的支援 に
違和感を示 しているとして、この大阪市民は中川のい う 「判別主体」である。中川の理論では、前述の と
お り 「判別主体」が公益判定 における最:も重要な変数 として位置付け られている。 よって本事例 における
「判別主体」が違和感 を覚 える大阪市のバ ン ド支援 は、理論 的に否定 されることになる。
しか し現実の状況をみてみれば、大阪市 においてオーケス トラにもバ ン ドにも公的支援が行われている。
ここであえてその根拠 を考えてみるならば、「判別主体」が両者の活動 についての知識 をもっていない と
いうことが、その1つ に挙 げられる。
先ほど述べた ようにこの場合の 「判別主体」である大阪市民は、オーケス トラの活動 について もバン ド
活動について も確かな知識をほとんど持っていない。大阪市が両者の公的支援 を行 うときに 「判別主体」
に、その根拠 をしっか りと説明 したか どうかとい うことはここでは置いてお くとする と(ま た仮 にしっか
りと説明 したとして も)、「判別主体」には積極的にバ ンド支援を反対す るだけの根拠 もなければ、積極的
にオーケス トラの支援 に賛成するだけの根拠 もない。実際ほとんどの 「判別主体」が持 っているのは、先
ほど述べた一般的 に持 たれているオーケス トラやバ ン ドに対するイメージや先入観のみといってよい。 オ
ーケス トラやバ ン ドが与 えるイメージや先入観は 「違和感を覚える/覚 えない」 という反応の違いの原因
にはなって も、「公的支援 を行 う/行 わない」 の判断の決め手 にはならない。 よって、オーケス トラが公
的支援 の対象にな りうるのであれば、バ ン ドも公的支援の対象 となる可能性 を否定 されるべ きではない。
逆 にバン ドに公的支援 を行 ってはならないのなら、オーケス トラにおいて も同様の ことがいえるのではな
いだろうか。
5.ま と め
4-1、2で みた ように、大阪市のバ ン ド支援 は片山の理論によって分析 を行 った場合は否定 され、中
川の理論によって分析 を行 った場合は消極的 にしか肯定 されない。 よって大阪市のバ ンド支援は積極的 に
肯定 されるものではない ということになる。 これはなぜか。それはこの取 り組みが地域住民のニーズ、意
向 を抜 きに して進められているか らである。
大阪市は市民のニーズや反応を把握で きていない。だから、本当にこの支援が求め られているのか、 ま
た効果的なのかが明 らかになっていない。地域住民のために行 うべ き自治体文化行政で、肝心の地域住民
のニーズを把握することを怠ると、効果的な取 り組みはで きに くいのではないだろうか。
しか しその一方で、大阪市文化行政 には評価で きる点 もある。それは支援の対象の選 び方である。筆者
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は2つ の理由により、大阪市がバ ンドという新 しいジャンルへの支援 を行 うことに大 きな意義があると考
える。それは、1つ 目に 「大阪市 におけるバ ンドの総数が非常に多い とい うこと」、2つ 目に 「多 くの大
阪市民に とって、特 に若い年齢層 にとって、バ ン ド音楽 に触れる機会が格段 に多い とい うこと」である。
国家 レベルであれ、地域 レベルであれ、ある活動を文化行政の一環 として支援 したならば、それはすなわ
ち、その活動を社会的に、 また芸術的や文化的 に価値のある活動 として公的に認めたことになる。このこ
とはその国やその地域の固有の文化を定義する、 もしくは定義 し直す ことにつながる。この点から考 える
と、公的支援 の対象に選ぶ芸術文化活動 は、いわゆる伝統芸術 と呼 ばれるものだけでな く、そのときのそ
の地域に根付いていて、広 く行 われている文化的な活動 もその対象 として取 り上げる必 要がある。 とい う
の も、「伝統的な芸術」 と 「新 しくてもだんだんと地域 に根付 き広 まって きた活動」 とを合わせて、その
地域の文化であるからである。 また地域 に根付 き広 く行 われている活動が、たとえその地域において伝統
的な文化ではな くて も、その ような活動 を公的 に支援するということは、地域 に根付いているだけに強力
な説得力 を持つ といえる。
さらに公的支援 の本質とい う面から考 える。公的支援 はそ もそも、その地域 によい影響 を与 える ような
活動 などを公的 に支援す ることである。 それならばその地域に根付 いてお り、広 く行われている活動 を支
援することは相対的 にみて、効果は大 きいであろう。
これか ら先、地域で芸術文化 を取 り巻 く状況 はます ます変わってい くに違いない。 よってそのときどき
で、その地域の文化 を定義 しなおす ために、自治体文化行政のあ り方 を捉 えなお さなければならない。 ま
た行政 も判別主体である市民 も、芸術文化活動 に対する公的支援について常にその方針や対象、行 うべ き
支援 を問い直す姿勢 を持 ち続 けることが より重要となるだろう。
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AnAnalysisofLocal.GovernmentalSupport
血)rArtistkandCulturalActivities
YOSHIZAWA.Kyo
Thispaperanalyzesthesignificanceofofflcialsupportfbrrockandpopularmusicbands.at,Ge恥tsu-
souzou-kan(CenterfbrCreativeArts)inOsakacityf沁meconomicandpolicypersりectives,anσexamineshowl㏄al
govemmentscan.provideof負cialsupportfbrar直sticandculturalactivities。
TheanalysisisbaseσontheeconomictheoryofKATAYAMA.Taisukeandthepollcy.theoryoず
NAKAGAWAlkuo.Thepaperco口cludesthanhissuppoれcannotbe..positivelya∬imed.Therea串onis.血atthe
supportisprovidedwithOutcitizens「approvalf6r.it.hishard章)ralocalgovemmenttoprovideofficialsupport
effectivelywithoutgrasp量ngtheneedsofpeoplelnthearea.....
Ontheotherhand,thesuppoltinOsakacitymaybecQnsideredvaluablebecauser㏄kandpopularbands
areparticularlyselectedasψe㈹cipientsofsuchofficia[.support.Thereareζworeasons.First,the爬aremanyactive'
bandgroupsinOsakacity。Second,peopleinOsakacityhavemanyopportunities重oenjoyrockandpopu豆ar
muslc.OfficialsupportshouIdbeprovidedwhentheI㏄alareabenefitsffomsupportingsomethingofficially。Inthat
senseitmayberelativelyeffbctivetosupかortt恥eactiv韮tiesthatarealreadyrootedandwidelyparticipatedinthearea.
Itisi1hportantfbrlocalgovemments.tograspthecharacteristiごcultureofthea爬aandemergingneedsass㏄iated
withitwhentheysupportartisticandculturalactMtiesofficia且且y.
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